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第 2 回「障害者権利条約と国内法整備」
日時：2014 年 6 月 20 日（金）18：00 ～ 20：10
会場：立命館大学朱雀キャンパス 多目的室
第 2 回「障害者権利条約と国内法整備」
 東　　俊　裕
1　はじめに
こんにちは。ただいまご紹介にあずかりました東です。元々弁護士でしたけ
れども、4 年間ほど政府の中に入って役人生活をしてまいりました。個人的に
言うと宮仕えは苦手なんですが、なんとか頑張ってきました。条約の批准が今
年 1 月 20 日でしたけども、条約の批准を目指して行われてきた制度改革の目
的はまがりなりにも達したということで、元々の立場に戻っております。さて
今日のテーマでは、障害者権利条約と国内法整備ということでありますが、権
利条約の中身については、長瀬先生の方からお話をされているというふうに
伺っておりますので、権利条約については少しだけ触れて、あとはそれを受け
てどう国内法整備をしていったのか、課題としてどんなものがあるのかといっ
た当たり、特に差別解消法を中心にお話をさせていただきたいなと思っており
ます。
2　障害者権利条約策定プロセスの特徴
権利条約について少しだけ触れさせていただきますと、障害者の権利条約は
現在のところ最後の人権条約であるわけです。これは世紀を超えて 2001 年に
なってから初めて現実化する動きが出てきたわけです。これが良かったのか悪
かったのかわかりませんけれども、障害者運動的に言うと障害者運動が未熟な
ときに障害者抜きで議論して作られるよりも、むしろ運動が成熟した上で障害
者の意見が反映される形でできたということは、歴史的には幸運だったのかな
と思っております。
皆様ご存じのように、ナッシング・ アバウト・アス・ ウィズアウト・アス
（Nothing about us without us）、我々抜きに我々のことを決めるなというス
ローガンがあります。このスローガンが他の条約に比べてこの条約の成立過程
の特色になっているわけです。実際結果としても、2 代目の特別委員会の議長
だった方は、条約のかなりの部分に障害当事者の意見が入っているんだといっ
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たようなこともおっしゃているようです。そういう意味で単に障害者団体が要
求したというだけじゃなくて、それが現実的に実を結んでいるといった点は、
参加のプロセスにおいて他の条約と比べて画期的であったと思っています。
ただナッシング・ アバウト・アス・ ウィズアウト・アスと叫べば何かが変
わるかというと決してそうではないです。やっぱり政治力学の中におかれてい
るわけで、一番大事な点はなんだったかというと、障害者団体が好き勝手に自
分の意見だけを言っていたら、これは全く力ないわけです。例えば障害者の教
育について、インクルーシブ教育が原則になっております。国際障害同盟とい
うのがあるんですけれども、これに所属する団体においても決してこれについ
て考え方は一枚岩ではなかったわけです。ある意味両極端な意見があったと思
うんです。しかしそれをそのままダイレクトに「俺はこうだ」、「私はこうだ」
と言っていたら、ほとんどまとまらない、政府を動かす力にはなれなかったわ
けです。それで障害者団体は臨時に障害コーカスというふうに呼んでいました
けれども、臨時の団体を作って活動を行いました。会期中というより、むしろ
会期と会期の間がある意味「勝負」だったのかなと思います。基本的にはヨー
ロッパの EDF（European Disability Forum：ヨーロッパ障害フォーラム）が
事務局的な役割を果たして、各国の障害者団体とメールでやりとりをしながら、
そして意見を一本化するという作業に時間をかけてやってきました。会期中に
も常に会合をもちながら、こういった問題についてどう統一的な見解を出すか
という、そういう見えない作業をやったうえで、会議の本番で発表するといっ
たことを繰り返し繰り返しやってきております。そういったものが次第に力と
なって後では自分の国の意見を障害者団体も支援しておりますとかいうような
形で影響力が出てきて、それが実ったのだろうと思います。
こういうプロセスは、権利条約の中で締約国の一般的義務という条項がある
んですけれども、その中には障害に関係する法制度などを作るときには、障害
者団体の積極的な関与を求める当事者参画の規定が入っております。条約の内
容にも障害者団体が影響を与えた人権条約であったわけです。
3　障害者権利条約における人権保障の特徴
次に権利条約が保障した障害者の人権の特徴ですが、「他の者との平等を基
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礎として」という言葉にその特徴が出ていると思います。この条約を読むと、
そういう言葉がいたるところに出てくるんです。これは何を意味しているかと
いうと、僕は 2 つ意味があると思います。1 つは、この人権条約は何も障害者
に特権を与えるものではないといった意味です。一般に保障される人権が障害
があることで保障されない現実を踏まえて、他の者と平等に人権を保障するこ
とに焦点を当てているわけです。あと 1 つは、実は障害者の歴史が示すように、
障害者は社会の中で基本的には「おじゃまむし」と言いますか「お荷物」と言
いますか、厄介者として扱われてきたわけです。そのような障害者に対して各
国政府がいろいろそれぞれの国の歴史があるんでしょうけども、基本的には劣
等処遇的な扱いをしてきたわけです。そういう状況に対して他の者との平等と
いうことが意味するものは、もうこれからの社会は障害者を劣等処遇すること
はやめにする、他の市民と同様に扱うといったことを意味しているんではなか
ろうかなというように思うわけです。少し言葉を変えていうと、保護の客体か
ら権利の主体へということですけども、中身的にはそういう他の市民と同等の
市民として国は対応するよといったことを意味しているというふうに思ってお
ります。
4　拙速な批准への反対
こういった権利条約ができまして、日本政府も 2007 年に署名をしました。
そして 2009 年の 3 月ですけども、これはまだ民主党政権になる前の自公政権
時代ですけども、一旦は外務省主導で批准しようとしたんです。このときに予
定していた国内法整備は障害者基本法を若干改正して合理的配慮といった言葉
を入れるとか、他にも 8 つぐらいの項目があったと思いますけども、それだけ
で大丈夫だろうというような判断のもとに国は批准しようとしたんです。しか
し JDF（日本障害フォーラム）はこれに反対しました。実はこれまでの他の
人権条約については、条約が採択されると大体当事者団体は早期批准というこ
とをスローガンにやってまいりました。しかし早期批准の結果が何をもたらす
のか。それについて、事前にいろいろ検討をして、早期批准が唯一正しいスロー
ガンではなかろうという結論に達したわけです。問題は条約をてこにどう国内
法を変えていくか、それが勝負であるわけですから、早期批准によってどうな
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るかを検討しなければなりません。条約と既存の法律の乖離をなくした上で批
准するという建前からすれば、一旦批准してから制度を変えようとしても、別
に変える必要はありませんよというようなことになりかねない。そういう危惧
の念がこれまでの経緯を見ていると払拭できないわけです。特に子どもの権利
条約については、国内法制度はあまり変わらなかったわけです。
そういったことも踏まえながら JDF は 2009 年の 3 月時点での批准について
は反対しました。実はそこで批准されていたら、今の状況は全くありません。
4 年間の制度改革なんていうのはなかった話だろうと思います。ＪＤＦの反対
に対して当時の自公政権はやはり障害者の意見をきちっと聞くべきだというこ
とで、閣議で批准が決定される寸前に自公政権としては取りやめにするという
判断を下したわけです。その判断は正しかっただろうと思います。
5　障がい者制度改革推進会議
その後 9 月に政権交代があって、それで新しくできた民主党中心とする政権
も、この条約をどういう形で批准するのか、大きな課題であったわけです。民
主党政権としては、できた条約の趣旨に沿って、まずは障害者団体の意見をちゃ
んと聞いてこれを踏まえて制度を変えていこうということで、2009 年の 12 月
に障がい者制度改革推進本部、これは内閣総理大臣を中心とした組織ですけど
も、それを立ち上げてそのもとに当事者参画を具体化した障がい者制度改革推
進会議といった会議を立ち上げたわけです。この会議には、障害当事者、障害
者団体を中心に入ってもらいました。ただ、全部を入れるということは定数の
関係もあって、なかなか難しかったわけです。それでそこから漏れた団体から
かなり批判を受けましたが、基本的には権利条約の批准が大きな制度改革の目
標であったわけですから、これまでの権利条約についてきちっと意見を言って
きた団体が中心にならざるを得ませんでした。それで推進会議は 2010 年の 1
月から会議が始まりまして、多いときには月に 4 回、毎週会議をやっていたん
です。毎週月曜日にやっていて、しかも単に出席すればいいというだけではな
くて事前に出された論点についてきちんと意見をまとめてその前の金曜日まで
にまとめて出してもらい、その上で議論をしていただくという方式でやって参
りましたので、大きな団体であればあるほど正式には理事会通さないといけな
66
いわけですが、毎週理事会があるわけがないので、無理を願ってやってきまし
た。私の方としても、月曜日に終わって、次の課題が金曜日までに意見がきま
すので、それを土日かけて全部読んで、しかもまとめて月曜日に発表しなけれ
ばいけないので、本当に大変な時期でした。それでもやっぱり障害者団体のす
ごいエネルギーもあって、突っ走ってきました。
6　会議における合理的配慮
その推進会議をどうやって運営していくかについても、試行錯誤だったわけ
ですけれども、少なくとも実質的な会議を開催するために、情報とコミュニケー
ションに関する合理的配慮として、いろんなものを試みました。手話通訳、要
約筆記は当然のことですけれども、参加された団体の中には聴覚障害といって
も、ろうの人だけじゃなくて、難聴者の方もいらっしゃいますし、盲ろう者の
方もいらっしゃるわけです。知的障害の本人の方もいらっしゃる。そういう中
でどうやってみんなで理解しながら、議論を積み重ねていくか。そのためには
やっぱりそれぞれにあった情報伝達手段を内閣府の方で確保するというような
ことを議論して、いろいろ試みております。知的障害の方には事前の説明をき
ちっとこちらの方からもう少しすれば良かったのかなと思いましたけれども、
そこはなかなかできませんでした。本番では、イエローカードというものを作っ
て、議論が白熱すればするほど難しい議論になってしまい、早口になってしま
うときに、彼らがイエローカード出して何を言っているのかわからないから、
ゆっくり説明しなおしてくれというような形をみんなで議論してそういうやり
方をとろうということも話し合ったりもした。これはなにも知的障害の人に
とってだけ有効な手段ではないということが、後々判明しました。それはなぜ
か、簡単なことなんですけど、私も実はわからなくて聞けなかったんです、恥
ずかしくて、というのは委員の方もいらっしゃるわけです。だから彼がイエロー
カードを出せばみんなのためになるわけです。そういうような効果もありまし
た。
7　推進会議の第一次意見と閣議決定
そういうことをしながら議論を重ねて 6 月には第一次意見をまとめました。
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一般的に障害問題というと普通イコール福祉問題というふうに思われるかもし
れませんが、実は障害者がおぎゃーと生まれて亡くなるまでいろんな生活分野
でいろんな課題を抱えて生活しているわけです。だからどういった分野にどう
いった課題があるのか、全てを網羅するような形で論点を組みました。第一次
意見は、障害の問題について専門的に勉強されていない一般の方にも見てもら
えれば、日本の障害者がどういったところでどんなふうに困っているのか、そ
ういうことについては大体のことがわかっていただけると思います。それで、
その第一次意見を受けて政府としては障害者団体の皆さんがこういった問題提
起をされていることを踏まえて、それに沿って国内の法制度を変えていきま
しょうという閣議決定をしたんです。この閣議決定は改革の工程表といった内
容ですが、大きな課題としてはご存じのように障害者基本法の抜本改正、それ
と当時は自立支援法に対して訴訟が起こっていまして、ちょうど 1 月に和解が
成立した状況だったんです。ですから新しい総合福祉法を作るというのが 2 番
目の課題、そして 3 番目は障害者差別禁止法制を準備するといったことが課題
でした。他にも各分野にいろんな課題がありますけども、基本的にはこの 3 つ
がメインの課題として政府、当事者団体双方の共通認識にあったわけです。
8　推進会議の第二次意見と障害者基本法の改正
それで推進会議は、6 月終わってから基本法の改正に向けて議論始めて、そ
の年の 12 月に第二次意見というのをまとめました。この第二次意見を受けて、
内閣府が障害者基本法の所管の省庁でありますので、内閣府の方で改正の法案
を準備したわけなんです。
その中でいくつかの論点がありますけども、今日お手元に障害者制度改革の
経緯という簡単な 1 枚ものを配っていますが、この中で左の下から 3 つぐらい
のところの矢印のところで、障害者基本法の改正ということで主な改正点を上
げております。この中でいくつか重要な条項があるんですけども、一番大きな
ものは、障害というものをどう考えるのか。これについては皆さんもご存じの
ように医学モデルと社会モデルの考え方の対立があるわけですけども、権利条
約は基本的には社会モデルの考え方に立っております。もちろん社会モデルと
いっても学者さんとか国によって力点は非常に違ったものであるわけですけど
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も、そういう議論を踏まえて大枠の考え方として権利条約では社会モデルの立
場に立った考え方を示したわけです。実は権利条約のその条項は、アドホック
委員会が始まった頃は、全く議論なかったんです。これはなぜなかったかとい
うと、障害が何かを定義しようと思うと、永遠と議論が続くだろう。これをめ
ぐってずっとやっていたら永遠に権利条約はできないだろうというそういう暗
黙の了解があったのかなという感じがします。だから当初は議論がなかったん
ですが、会議が煮詰まった 6 回か 7 回か 8 回に、定義化までには至りませんで
したが、将来含みの発展する概念ということで、現時点における社会モデルの
考え方が示されたんです。これを受けて障害者基本法も、その点を改正すると
いう形になったんです。医学モデルと社会モデルの中身については今日来られ
た皆さんは非常に関心高いと思いますので、改めて私の方から説明する必要は
ないかと思いますけども、法的にどこら辺が一番ポイントなのかというと、障
害者が被る社会的不利、これの原因は何かといったあたりに法的な意味でのこ
の両概念の対立点があるというふうに考えています。日本で障害者がおぎゃー
と生まれて亡くなるまでの間、障害がない人と比べて全く同じような生活がで
きるといった人は僕は恐らく 1 人もいないと思います。これは日本だけじゃな
くて全世界そうだと思っています。何らかの社会的不利を抱えながら生きざる
を得ない。それが現実であるわけですけども、そうした現実を発生せしめる最
も大きな原因は何なのかということになるわけです。医学モデルはかわいそう
だけど、それはあなたに心身の機能障害があって、様々な面で能力も落ちるん
だと、だからそれが原因となって他の人と同じ生活はできないんだよと言って
いるわけです。だからこういう原因の捉え方からする国の制度は、どういった
点に向かうかというと、それは一般よりも能力が落ちた障害者の保護であり、
支援であるわけです。この保護とか支援のあり方もそれは様々歴史的にあるわ
けです。極めて過酷な処遇もしくは全く存在を認めない段階から様々あります
けども、基本的にはやはり医学モデルに立つ支援の仕方というのは限界がある
わけです。これに対して社会モデルに立った場合には社会のありようそのもの
が障害を発生せしめている大きな原因の 1 つになるわけですから、障害者対策
として国が政策を行う場合に支援とともにということですけども、社会自体を
変えるということに力点が変わってくるわけです。だから講学上、もしくは運
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動上の医学モデル社会モデルの把握の仕方とは、視点が異なるかもしれません
が、法的に言うと制度政策の対象をどこに求めさせるのかという点で、どっち
の考え方をとるかというのは極めて重要なことになるんです。それで障害者基
本法では細かい話はしませんけども、基本的には社会モデルの考え方に立って、
目的も変えました。目的はこれまで障害者の福祉だったんです。しかしそれは
やはり社会モデルから見るとそれだけじゃ不十分なんです。だからどういうふ
うに変えたかというと、障害があっても分け隔てなく共生できる社会の実現と
いったところに基本法の目的を変えております。こういった点が理念法に近い
法律であるんですが、やはり大きな力を持ったと思います。社会モデルという
考え方について、行政的に反論できる余地はなくなったわけです。そういった
意味で制度政策を変えていく一番のバックボーンになったんだろうというふう
に思います。
9　総合福祉法と骨格提言
次に総合福祉法の制定については、総合福祉部会という審議会を推進会議の
もとに作りました。ご存じのようにどこでも話すことですけども、これには
55 人というメンバーが参加したんです。なぜ 55 人にもなったのかというのは、
総合福祉に関して利害関係を有するのは 55 ぐらいの立場や団体が関係すると
いうことです。障害者団体も権利条約の策定過程を通して JDF 日本障害フォー
ラムという形で一致団結するような方向に転じてきたわけですけども、一昔前
は少数の中で個々に分かれておりました。単に分かれるだけではなくて、お互
いに相手方のことを批難し合ったりしておりました。親の立場、子の立場、政
治的イデオロギー、いろんな切り口があるでしょうけども、そういった歴史を
たどる中でそれじゃまずいという国際的な動きに呼応した形であるんでしょう
けども、だんだんとまとまってきたわけです。しかしながら特に総合福祉とい
う障害福祉サービスという分野は、基本的には財源を伴う分野なんです。やっ
ぱり財源を伴うとなるとパイをどう分けるか、「分捕り合戦」になりかねない
わけです。ですから実利的にいっても極めて意見の対立が強い、そういう課題
であるわけです。権利法制に関して、人権というのは、誰しも等しく共有でき
るものですので、これについて障害者団体が対立するということはそんなには
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ないわけです。侵害されるいろんな形態は違いますけども、基本的には合意で
きる話なんです。ところが障害福祉サービスに関しては、様々そういった面で
の対立が予想される分野だったわけです。そういうこともありまして、55 人
ぐらいのメンバーになってきたんです。ですから時間的に言っても 1 人 1 分挨
拶しただけで 55 分かかる会議体で、しかも普通は審議会というのは通常 2 時
間ぐらいなんです。それも月に一度とか 2 ヶ月に一度とかそのぐらいのペース
なんです。そういう中で本当にやっていけるのかというようなご心配もいただ
きました。それで、グループ分けして議論していったわけですけども、議論は
簡単にはまとまりませんでした。とくに最後の方だったと思いますけども、席
を立ちかねない状況もありました。しかしながらやはり日本の障害者団体ほと
んどが集まった中で、意見を一本化できないという姿を世間にさらしていいの
か、障害者問題は障害者団体がいろいろ言ったって、まとめきれない、結局は
政府がお膳立てしてまとめてあげなきゃなんないでしょうという姿を皆さんに
見せていいのか、皆さんもやっぱりそういう思いに立ったんだろうと思います。
だからいろいろ非公式的にも会合を重ねてもらって、最終的には全員一致で骨
格提言をまとめることができました。
障害者自立支援法はいろんな課題を含みますので、今日の短い時間の中でお
話できる余裕はないんですけども、基本的に大きな問題点としては、やっぱり
医学モデルに立った支援の仕方であるわけです。それは今の総合支援法になっ
ても基本は変わっていません。例えば、支給決定の仕組みとしては、簡単に言
うと障害程度区分の認定を受けて、それにプラスアルファのいろんな勘案事項
を勘案した上で福祉サービスが決定される仕組みなんですけども、特に障害認
定の仕方というのは、基本的には障害の種類や程度、これによって必要量が決
まってくるという仕組みなんです。しかしながら僕が例えば、もうさんざんこ
れまで人の前で話してきたし、もう人と会うのがいやだと家の中でじっとして
おきたい。しかしも障害が重くなって、自分じゃご飯も食べられないし、トイ
レもできないといったときに必要な支援といやいやまだ年をとったけども、社
会でばりばりやりたいといったときの支援と、同じ支援ですかね。僕の重度化
が同じであってもですよ。その人が選ぶ生活形態によって支援の中身は当然変
わるわけです。それはなぜかというと、その生活形態によって発生する社会的
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障壁、自分が社会生活を営もうとするときにこれを拒む社会的障壁というのは、
その選んだ生活に応じて違ってくるわけです。例えば僕が東京で生活するとき
に公共交通機関を使って移動できれば僕の勤務先に行けるっていうときと、田
舎に住んでバスさえ 1 時間に 1 本しかないようなところで生活しようとすると
きに必要な支援、これは全く違うわけでしょ。だから障害の程度によって支援
の中身が決まるということは基本的には社会参加ということを否定するような
結果にもなるわけです。もちろん現行法でもいろいろ柔軟にはできるようには
なっております。しかしながらやはり社会モデルの視点に立ったような仕組み
に基本的にはなっていない大きな限界があるわけです。そこを変えようという
ことで骨格提言がなされました。しかしこの点については、障害程度区分が障
害支援区分には名前が変わりましたけども、大枠としては変わっていないとい
うことです。これは簡単に言えばそこに振り向けるだけの財源がどのくらい確
保できるのかというところがネックになっていると思います。ですから、骨格
提言が結局総合支援法にどの程度影響を与えたかという点については、いろん
な人の意見によっても違うところがありますけども、重要な課題は、総合支援
法の附則の検討の課題といった中に盛り込まれる形で先送りされ、今後引き続
き議論されるといったことになります。ただ、障害者の範囲については難病の
一部が取り込まれたり、重度訪問介護では対象が拡大されました。権利条約で
は 19 条というところで全ての障害者がどこで誰と住むのか、選択の機会を有
するといったことが入っています。これまで重度の常時介護を要する肢体不自
由者だけが重度介護訪問の対象であったわけですけども、これを重度の知的精
神に拡大したということで、少しだけですけど権利条約に沿うような改正がで
きたかなと思っております。
10　差別禁止部会の立ち上げ
それで今日中心的にお話しようと思うのは、3 番目の差別禁止に関する課題
です。この差別禁止に関しては、2010 年の 11 月だったと思いますけども、差
別禁止部会というものを立ち上げて通算 25 回 1 回 4 時間ですから 100 時間ぐ
らいの時間をかけて差別禁止部会の意見というのをまとめております。この差
別禁止部会は推進会議本体とか、総合福祉部会と少し違う特色がありました。
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差別禁止ということについては、これまで議論がなかっただけじゃなくて、少
なくとも障害者分野で差別禁止なんていうのはなじまないんだというふうに
ずっと言われ続けてきたように思います。日本の法制度の中で障害者に対する
差別禁止はできないとまでは言われなかったかもしれませんけど、なじまない
というのが行政の一般的な態度だったと思います。そういう状況にあって本当
にできるのかできないのか、きちっとした議論をするためには当事者中心の審
議会ではなかなか難しいんです。日本の基本的な法体系を担当する専門の人に
入ってもらってその人も交えて本当にできないという結論に達すれば障害者が
いくら作れと言ったって無理なんです。しかし逆にそういう人たちがイエスと
いえばできる可能性は広がってくると思われました。ですから有名な憲法の先
生、民法の先生、労働の先生そういった法律部門の専門職がかなりいましたし、
若手の外国法制の研究者の方たちもいろんな形で参加していただきました。も
ちろん障害者団体も当然入っていますけど、そういう構成で議論し、それで本
当にできるのかできないのか、恐らくできないという結論にはならないとは
思っていましたけども、そういった意味では少し賭けでもあったわけです。
11　差別禁止法制の必要性
そういう委員構成の中で行われた議論を少しだけご紹介します。日本では差
別禁止に関する議論というのは、男女雇用機会均等法の中では行われてきまし
たが、一般的には障害者に対する差別が何であるのかということについては、
まったく議論の積み重ねがないんです。そこで、差部別禁止部会ではそこをど
うするかということが最初の入口として大きな議論になりました。実際には、
日本では実績がないので、まずは、外国の法制がどうなっているのかというこ
とについて勉強会的な形で議論を始めました。何が障害者に対する差別なのか
という議論は、差別の定義をどう考えるかということですが、この問題は、な
ぜ差別禁止法制というものをつくる必要があるのかということに密接に関連し
た議論です。
多くの方は、差別禁止とかいうと、取り締まられるのかとか、処罰されるの
かというイメージが連動してくるようです。しかし、そうしたことを目的に差
別禁止法があるわけではありません。それじゃ、何のために差別禁止法が必要
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なのかという点を考えていただきたいのです。日本では一般的な話ですけど、
「障害者に対して差別をしていいですか」という質問をすると、どうでしょう
かね。「皆さん差別してもいいと思っている人いますか」と聞いたら誰か手を
挙げますか。誰も手を挙げませんよね。みんな差別はやっぱり悪いと思ってい
るんです。多くの人は。中には内心いろいろ考えている人もいらっしゃるかも
しれんけど、それを「よし」とする風潮では決してないわけです。しかし、次
に「じゃあ皆さんが悪いと思っている差別ってなんですか」と聞くと、みなさ
ん下を向くんですよね。だから観念的には差別は悪いと思っていても、何が差
別なのかというときに、「なんだろう」というふうに思うわけです。わんない
わけです。日々の自分の行動が障害者に対して差別に当たるのかないのか、そ
のものさし、判断基準、そういったものを日本の国民の多くは持ってないとい
うことが、そこで明らかになるわけです。これは何も障害のない国民だけじゃ
なくて、障害当事者もそうなんです。千葉県が差別と思われる事例のアンケー
ト調査をしたときの話として聞いたんですけども、最初はなかなかアンケート
に誰も答えなかったそうなんです。それは、何が差別なのか、障害当事者も判
断つかないので、答えようがないということが大きな原因だったようです。そ
れで聞き方を「これまでの自分の人生の中でとっても理不尽な思いをしたこと、
とってもいやだったこと、そういった事例を挙げてください」というふうに聞
き方を変えたら、800 ぐらい集まったようです。だから何が差別なのか、それ
を国民全体の共通の「ものさし」にするということがとても必要なんだという
ことがわかってきたわけです。
セクハラっていう言葉は僕の学生時代のころは知りませんでした。学生時代
だけじゃなくてその後も知らなかった時代があるんです。日本でセクハラとい
う言葉が出てきて 10 年、20 年ぐらいになるのかもしれませんけど、こういう
言葉は日本になかったわけです。しかしセクハラと呼ばれる被害実態はそうい
う言葉がある以前からずっと昔からあったわけです。と同時にそういう「女性
を困らせるようなことをしてはいかん」という倫理観だって同時に併存して
あったと思うんです。しかしながら、なかなか被害がなくなるということはな
い。そういう中でこれはアメリカの女性の運動の方から作られてきた法制だと
は思うんですけれども、日本でも影響を受けて次第にセクハラというものが議
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論されるようになって、今ではだいたいどんなことをすればセクハラになるの
かって誰でもわかるようになってきました。だから昔は遠慮なく手とか口が出
ていたのに今は「ここから先言ったら、セクハラと言われるな」というふうに
みんな意識するようになったわけです。要するに、自分の日々の行動を自分の
ものさしで判断して制御できる、そういう状況になったわけです。こういうよ
うにまずは差別であるかどうかの物差しや判断基準を明らかにして、差別を防
止するためにはどうしても、法律で差別を禁止する必要があるのです。まずは
法律で何が差別であるのかを多くの国民のみなさんの共通理解にできるような
定義規定を設ける。それによって差別をなくしていく、解消していくというこ
とができるようになります。
12　差別の 4 類型
そこで、差別としてどういった内容があるのかという議論になったわけです。
しかし、日本にはそういった実績はあまりないので、外国の障害者法ってど
うなっているのかということで、議論しました。その中でわかってきたのは障
害者差別には 4 つぐらいの類型があるというふうに言われたんです。言葉でい
うと 1 つは直接差別、これは最も古典的な差別形態なんです。障害分野で言え
ば障害を理由とした他の人と違う取り扱いということになるわけです。ところ
が直接的には障害を理由にしない場合だって同じように差別されている場合が
あります。例えばこれはまだ結構ある事例なんですけども、市役所の職員採用
において電話対応可能な者とか、印刷文書を読める者とか、というふうに書い
てあるわけです。そうするとどこを見ても直接的に障害者は駄目だというふう
には書いてないんだけど、電話対応ができる者と書いてあれば、ろうの人たち
は受けたところで採用されないでしょうね。それとか自力通勤可能な者と書い
てあれば、自力通勤が何を意味するのかわかりませんけど、車椅子の方などで
バスなどを利用できない方は、採用されないということになる。結局表面的に
は障害を理由にしてない中立的に見える条件などによって実質的には障害者が
排除され場合があるわけです。こういうものを間接差別というふうに言われて
きているわけです。こういうのが 2 番目の類型。３番目の類型は、間接差別と
中身的には重なる部分も多いんですけども、関連差別というものがあると言わ
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れています。例えば僕が飲み屋さんに行ったら、入り口にちょっと段差があっ
て中が見えない状況で店員さんに「入りたいんですけど」って言ったら、「今いっ
ぱいです。申し訳ありませんがちょっと利用できるような状況じゃないですね」
というふうに言われて、しぶしぶ「しょうがないな」と思ってあきらめたとこ
ろ、待ち合わせの友人が来たので、「ここは満杯だっていうからどっか探そうか」
と言ったんだけど、「ちょっと待ってください見てきます」と言って、友達が入っ
たら、実際は空いていたといった事例があったとします。これは、ていよく追っ
払っているわけですね。これはどういう差別になるかというと障害があるとい
うことが真の理由であれば、直接差別ですが、障害者だからというよりも、車
椅子で入られると傷つけられたり、トイレが狭いのにトイレないとかいろいろ
言われたりすると面倒だとか、いやだというようなことがあるのかもしれませ
ん。そうした場合に、向こうは例えば「狭い通路だから杖でこられれば結構な
んですけど、車椅子だから駄目なんですよ」とかいわれるような場合、それと
か盲導犬を連れていくときに、「いや、うちは犬は断っているんです。白杖で
来れば、ウェルカムです。でも、犬は駄目なんです。障害を理由に駄目だと言っ
ているわけじゃないです」という場合があります。そうすると、これは障害を
理由にした差別なのかと言われると、「うん、どうなんだろう」という疑問が
わく。しかし障害という状態と車椅子に乗っているという状況、視覚障害者の
方が盲導犬を連れて日常生活しているというのは、やっぱり視覚障害と盲導犬
というのは密接に関連するわけです。そういう障害そのものではなくて障害に
密接に関連する事柄を理由にして拒否したり、条件をつけられたりするという
ことになると、これは結局障害者が排除されるということになるわけです。だ
からこうした関連する事由を理由とする関連差別、こういったものも障害者に
対する差別だということになります。加えて合理的配慮という言葉はみなさん
も聞かれたことあると思いますけども、要するに障害者が均等に扱われるべき
あるにもかかわらず、一定の配慮がないためにあきらめざるを得ないという場
合に、そういった配慮をしないことは差別だという合理的配慮の不提供があり
ます。
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13　合理的配慮についての考え方
「合理的配慮はどれぐらいの守備範囲があるのか」とか、「どういった中身な
のか」について、話しだすと結構長い話になってしまうんですけど、まずは、
この合理的配慮をどう捉えるべきかを押さえておく必要があると思います。と
いうのは「なんで障害者のためにしてやんなきゃなんないの」っていうそうい
う多くの声が聞こえてきますが、その根っこにあるのは、合理的配慮について
の無理解があるからだとと思います。僕は昔、地元の大学で 3 年ほど教員して
いましたけど、こういう話を学生さんにして「ちょっとお母さんたちがどうい
うふうに反応するか聞いておいで」って言ったら、うちの母は「障害があるか
らといって分け隔てするのはよくないけど、見ず知らずの障害者のためになん
で身銭切ってそういう配慮しなきゃなんないのかはわからない」って言ったそ
うです。やっぱりこれはある意味すごく素直な捉え方なのかなという感じもし
ます。そのお母さんにとってやっぱり合理的配慮というのは何か障害者のため
に他人が特別なことをしなきゃなんないのかというそういうお気持ちだと思う
んです。そこが一番のポイントだろうと思っています。合理的配慮は何も障害
者のために特別に金かけてすることとは僕は違うと思っています。権利条約の
特別委員会はニューヨークで開催されていました。そこには、有名なエンパイ
アステートビルディングありますよね。あそこのビルディングは 100 階建てか
どうか知りませんけど、100 階だったとしてもちゃんと階段もあるわけです。
しかし階段だけじゃなくてエレベーターもあるでしょ。なんでエレベーターが
あるかというとそれは多くの人が階段はあってもエレベーターがなきゃ困るか
らなんです。いいですか。階段だけあってもエレベーターがなければ 8 時開始
の会社に 7 時 50 分に来ても 100 階建てのところに行くのにどれぐらいかかり
ますかね。毎日 10 回の階段を上り下りする、そんな生活できないわけです。
だからエレベーターは一般の人が階段だけでは建物を使えないような状況にあ
るところには必ずつけるわけです。ところが 4 ～ 5 階の建物はどうでしょうか。
障害者がいくら困っても、自分たちが困らなければ、これまでエレベーターは
設置されることはなかったんです。エレベーターの設置基準に障害者の存在は
想定されてこなかったわけです。こういう障害者の存在を無視して発展してき
た状況があるからこそ、障害者にも何らかの移動手段を用意しろっていうのが
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合理的配慮ということになるわけです。そういう事例からわかるように、一般
の人には少なくとも階段、もしくは階段では利用が困難な場合にはエレベー
ターというものを一般社会は当然に設置するわけです。お金をかけてそういっ
た一般の人を支援するシステムを作っている。にもかかわらず障害者には一般
の人が困らなければ何もしないというのが現状なんです。一般の人のためには、
資本を投下している。しかし一方で、障害者には見向きもしない。「こういう
社会のあり方から生じる格差や障壁をなくせ」というのが合理的配慮なんです。
だから、特別に障害者のためだけにやるという発想をやっぱりそこで変えるこ
とが必要なわけですけども、そこをどうやってわかりやすく説得するのか、そ
こが 1 つの勝負だと思っています。
2 番目は「合理的配慮をすることによって、実は事業者も儲かるんだ」とい
う話をすると、少し納得されるかなというふうに思うんです。今日は新幹線で
来ましたけど、結構飛行機に乗ることが多いんです。飛行機は ANA とか JAL
は昔からアメリカに乗り入れていまして、アメリカでは ADA という差別禁止
法があって合理的配慮をしなきゃなんない。だから日本で差別禁止法とかいう
以前から、JAL、ANA ともに障害者に対してお客さんとして乗れるようない
ろんなサービスをずっとやってきたわけです。そのサービスを提供するには、
専用の職員雇ったりとか、車椅子を購入したりとかいろんな諸経費かかるわけ
ですけど、実はそういうサービスをすることによって多くの高齢者、障害者が
ビジネスマンがあまり利用しないような時間帯、がらがらになるような席を埋
めてくれる役割を果たしているわけです。だから合理的配慮をすることによっ
て彼らもちゃんとその人たちを自分のお客さんとして呼び込めるようにして、
そこで利益を上げているわけです。「おもてなし」という言葉がありますけれど、
簡単に言うならば「障害者もちゃんと一人前のお客としておもてなしをどうす
るか」という接客レベルでの話なんかでもあるわけです。そういった意味で、
法的には合理的配慮という仰々しい名前つけますけれども、決して障害者だけ
をその人の犠牲において特別扱いするといった代物ではないんだよ、というこ
との認識が広まっていくといいのかなというふうには思っております。こう
いった 4 つの類型が差別だということで部会の意見では示されたわけです。
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14　救済の仕組み
差別禁止部会では、実際起きた差別に対してどういうふうにしていくのか、
どうやって問題が起きたときに解決していくのか、そういった救済のところに
ついても議論しました。単に「これこれが差別ですよ」と、「これはしてはい
けませんよ」と書いただけではある意味絵にかいた餅に終わるということなん
です。ですから、こういう差別をなくしていくための実効的な担保としてどう
いう仕組みを作るのか。そういったことが部会では議論になりました。それで
そういう実効性の担保という意味では、これまで部会だけではなくて千葉県条
例を作るときからでも議論があったんでが、実効性担保の手段として罰則を設
けるといったやり方が議論としてあるわけです。しかしこれについては「罰則
をつけても実効性はあがらないだろう」というのがおおかたの考え方だろうと
思います。一番強烈な刑罰は、死刑です。殺人を犯したら死刑になるという規
定があるわけですけども、しかしながらそれで殺人罪が減るのかといったら、
減らないわけです。年間どのくらい件数があるかわかりませんが、なくなるこ
とはないでしょう。そういう中にあって、差別を処罰するということになると、
法律上の問題としては極めて厳格な明々白々な事例だけが対象にならざるを得
ない、これは罪刑法定主義という刑法の基本的な考え方ですけども、犯罪か犯
罪でないかは厳格に明瞭に分ける必要がある。なぜかというと刑罰はある意味
基本的人権を奪ってしまうものなんです。死刑は、生命の権利を奪うわけです。
実刑は移動の自由、自立生活といったものを奪うわけです。それが刑罰である
わけ。だから何が刑罰であるのか、何が犯罪であるのか、それは明瞭に明確に
規定するというのが刑法の一番大事な部分としてあるわけです。それと同じよ
うな構造をこの差別禁止法に持ち込むと、曖昧さが許されない、極めて厳格な
要件に合致するものだけしか差別禁止法の対象にならないというマイナスの効
果もあるんです。しかもそういう刑罰をつけても実効性が上がるかというと、
今言ったようになかなか上がらないわけです。だからそういった形の実効性担
保はやっぱり良くない。「じゃあどうするか」ということなんですけども、やっ
ぱり事案に応じた形の紛争解決の仕組みというものを設けることがとても大事
だろうというような話になったわけです。じゃあどういった事案がこの差別を
めぐる事案としてあるのかということですけども、いろんな切り口で分類でき
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ると思います。人間は生まれてから亡くなるまでいくつかの大きな人生のター
ニングポイントというのはあります。どういった男女のもとで生まれるのかと
いうのは選びようがないんですけども、これも 1 つの人生を決める大きな契機
になると思います。新型出生前検診によって、生死が分けられる現状もありま
す。生まれた後の話をすると、どういった学校に行くのか、どういった職業を
選択するのか、どういった人をパートナーにするのか、どういった地域で住む
のか、これはそれぞれの人生の大きなターニングポイントであるわけです。そ
ういった人生の決定的な場面で障害を理由にして差別を受けて自分の選択が叶
わない。その人の人生に大きな影を落とす。もちろん自分の希望と実際送った
生活を比較するということはなかなかできないんです。人生は仮定はありませ
ん。現実しかないわけであるわけですけども、だからこそどういった進路を選
択するのかは本人の自己決定に任せられるわけです。他人がどうこういう話で
はないわけです。もちろん他人に相談することもあるでしょう。だけどもその
最終決定というのは、いろんな悩みを経ながらも、本人が決めていくしかない。
これが一般の娑婆（シャバ）の話です。しかし障害者の場合、それが障害のな
い人と同じようになされているかというと、決してそうではない。自分が行き
たい学校さえ選択できない。就職の機会さえも、施設とか決められてしまう。
結婚の機会さえなかなかめぐり合わない。いろんな面で障害を理由にして自分
の希望とは違う生活形態を強いられてしまう。それが、他の人とは違う取扱い
によって、そうなったという場合にはそこに差別があるということになるわけ
です。このように障害者に対する差別の中では人生の一番重要な場面で切り分
けられてしまうという重大な人権侵害から、そこまでのことはないけども、例
えば家の近くのコンビニに行こうとしたら、そこは物がいっぱいで通路が狭い、
だから電動車椅子はちょっとお断りしていますという看板が出ている。だから
遠くの別のコンビニに行くしかない。それとかお風呂に入ってたまにのんびり
したい、リラックスしたいと思っても銭湯に入ろうとしたら拒否されるとか。
この前、新聞に出ていたのかはっきりしませんけども、オストメイト（人工肛
門・膀胱保有者）の人たちは公衆浴場に入れないとか。そういった、ある意味
そこに行かなくなって死ぬわけではないんだけれども、他の人が普通に行って
リラックスできてそういう場面から排除されてしまう。そういうレベルの事例
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なんかもあるわけです。だから、事例の深刻さなどに応じて救済の仕組みとい
うことも対応して考えなきゃならないんじゃなかろうかという話だったんです。
その人生にとって重大な岐路に立つような場合に差別を受けたということにな
ると、それは裁判ということも考えなきゃならない。自分の人生をかけた戦い
みたいなことにもなる。しかし、コンビニでちょっと拒否されたといって裁判
する人はなかなかいないんです。130 円のお茶を買いたいということで拒否さ
れて買えなくて裁判を起こすとすればいくらかかると思いますか。いくらボラ
ンティアで弁護士が関わったにしても、やっぱりかなりの時間とかなりの精神
的なプレッシャーの中でやっていかなきゃならないんです。だから、裁判以外
に救済の方法がないとなったら日常的な差別というのはほとんど放置されたま
んまということになるわけです。だから部会で考えた解決の仕組みの最初の出
発点は「まずは差別を受けたなと思うときに駆け込める相談所を作ってほしい」
ということなんです。そして相談所としては、相手方との間に入っていって調
整を試みる。例えば近所のコンビニでそういうことがあっても、ずっとそこを
利用しなければならないとなると、あとにしこりを残すような紛争の解決とい
うのはまずいわけです。だから直接本人が出向くよりも間にそういう相談所が
入って「実はお客さんでこういうご要望というか、困りごとについて相談され
た人がいるんですけども、ここをこういうふうに改善してもらうとそのお客さ
んだっておたくのお客さんとしてずっと来られますよ」「その方が売上的にも
いいんじゃないですか」みたいな形で介入、調整する仕組みを問題解決ベース
におこうという話になりました。これが第１番目の仕組みです。ただ、それで
解決することもあるかもしれませんが、それなりに利害対立がひどい場合、な
いしは例えば会社の経営方針としてなかなか現場の判断だけじゃ変えられない
とか、そういった事例についてはやはり中立公平な機関を作ってそこで本人と
相手方から話を聞いて斡旋調停できるような機関を独自に作るべきだという提
言をしております。これが 2 番目のものです。
3 番目としては、そこでも決着つかない場合、最後は裁判所があるわけです。
ですので、紛争の解決としては三重構造で救済の仕組みを考えるべきだという
ふうな意見をまとめたわけです。
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15　差別解消法の成立
このような部会意見を受けて内閣府としては法案の準備にかかったわけです。
改革の経緯の表を見てもらうとわかりますけども、2012 年の 9 月 14 日に差別
禁止部会の意見がまとまったんです。それで内閣府はそれ以降法案の準備にか
かりました。しかしご存じのように 2012 年の 12 月に政権の交代があって再び
自民党公明党政権になったわけです。それで実際上は一時中断という形になり
ました。政権交代によって、どういう政策事項を優先してやっていくのか、ど
ういう方向性でやっていくのかは、新しい政権に委ねられるわけですから、障
害者制度改革についても、新しい政権がどう考えるかによってそれは当然のご
とく新しい政権の考え方に大きく影響を受けるわけです。ですからこの差別禁
止部会がまとめた差別禁止法制についても、まだまだ議論が足りないというこ
とで、先送りされるか、もしくは現時点で作るのは難しいというふうに判断さ
れるか、どうなのか、ずっとわからない状況が続いておりました。年を明けて
もそういう状況が続いていて、個人的に言えばこれでできない状況になるなら
ば僕がいても意味がないということで、いつおいとましようかなというような
ことを内心考えていた時期でした。しかしながら、2 月の始めに滋賀県で恒例
のアメニティフォーラムがあって、そこで自公民の先生が来てやはり差別禁止
法制については前向きにやっていくんだといったような話があったわけです。
それで内閣府としては、改めて自民党公明党を中心にこの差別禁止に関する法
制度について、議論してもらって基本的な考え方をとりまとめてもらう。最終
的にはその基本的な考え方については、民主党とも協議して 3 党合意のもとで
進めていくというようなそういう方向性が次第に明らかになってきたわけです。
それを受けて内閣府としては、それに沿った形で法案を準備して 4 月だったと
思いますけども、法案をまとめて閣議でも了承してもらって国会に提出したと
いった状況になったわけです。その時にまずは通常国会に頭出しぐらいはして、
実質的には秋の国会、臨時国会ぐらいで議論されるのかなというふうなそう
いったゆったりとした考え方もあったようです。このような状況のなかで、障
害者団体が示した反応のほとんどは、内容的にはすごく不満もあるものの、し
かしながらこれまで全くなかった法律だから今国会で全力をあげて通すべきと
いうものでした。それで国会議員も「じゃあなんとかして通そう」ということ
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で本当にぎりぎりのタイミングで通常国会で成立したという経緯があります。
16　差別解消法の概要
差別解消法は、名前がまず差別解消法となっているので、なんで差別禁止法
じゃないんだという質問を受けます。それに対しては、公的にはこの法律自体
は差別禁止を当然の内容にしていますけれども、それに加えて差別をなくして
いくための仕組みを用意しています、だから差別という言葉とそれをなくすた
めの解消という言葉、2 つ使っておりますといったような説明なんです。とは
いっても、与党の先生方の中にも差別禁止法の方がストレートでわかりやすい
といった意見もあったぐらいです。　
差別解消法は総合支援法と違って、登場人物に、行政のほかに民間事業者が
登場します。要するに一般国民というものがここに入ってくるわけです。だか
らその一般国民がなかなか受け入れがたいような名称にすべきではないといっ
た実際的な配慮も背景にあったというふうに思っております。それでそういう
名のもとに第 1 章から第 6 章まで本則がありまして、附則というところに検討
規定等が載っております。第 6 章には罰則というのがありますけども、これは
何も差別を罰するというわけじゃなくて、差別解消支援地域協議会みたいなも
のを作りますので、この中で知り得た秘密の守秘義務とかいうのがあります。
それについての違反の規定だけです。差別行為に罰則をつけているわけではあ
りませんので、ご理解願いたいと思います。
この法律の基本的な部分についてだけお話しますと、まず第 3 章で、差別解
消措置というのがあります。この中でまずは何が差別かという部分ですけども、
差別解消法で考えられている差別というのは、1 つは不当な差別的取り扱い、
2 つ目は合理的配慮をしないことということ、この 2 類型なんです。さっき言っ
た直接間接、関連差別というのはどういうふうな取り扱いになっているのかと
いうと、まずは不当な差別的取り扱いは、直接差別を念頭においたものだとい
う説明がなされています。それで関連とか間接は議論としてはわかるけども、
まだ成熟した議論とまではなっていないので、現段階ではそれは検討課題にす
るといったスタンスでの説明になっています。その上で、この２類型について
は、差別解消法上の差別というふうに位置づけて、行政に対してはどちらとも
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禁止するということになります。合理的配慮提供しなければならないとされて
います。ところが一般事業者については不当な差別的取り扱いは、当然禁止だ
けども合理的配慮については、努力義務に留められています。それについては、
合理的配慮についての理解がない中で最初からいきなり禁止するということに
なると、混乱を生むといったようなことが理由とされています。ですので、当
面は努力義務という形になっております。これについてはいろいろ議論があっ
たと思います。過重な負担がある場合には、合理的配慮はしなくていいわけで
す。だから民間事業者であってもその努力義務じゃなくて最初から義務として
もいいんじゃないかという議論もあっただろうと思うんですが、そこは政策的
な配慮で当面は努力義務となりました。これについては施行後 3 年の見直しの
中で検討するというような方向性になっているところです。
しかし、部会が言った一番大事なところが抜け落ちています。それは何かと
いうと、要するに国民の共通のルール化するために定義を設けるという点です。
不当な差別的取り扱いという言葉と合理的な配慮ということは、この文字通り
そのままじゃないにしても、法律では書いてあるんですが、その中身について
の細かい具体的な定義規定はありません。これは実は他の法律でも不当な差別
的取り扱いという言葉はいっぱい出てくるんです。しかしながら、それぞれの
法律でこの法律において不当な差別取り扱いとはこれこれをいうという規定が
ないから、この法律だけについて定義して設けるということは困難だったんだ
ろうなというふうに推測します。しかし、それでは、多くの人に差別の内容を
理解してもらうことができませんので、ガイドラインを作って国民に示すとい
うことになりました。ガイドラインは正式には行政向けには「対応要領」、事
業者向けには「対応指針」という名前で呼ばれていますけども、いずれも関係
省庁がこれを作るということになります。ただし、雇用分野は雇用促進法の改
正の中に差別禁止規定が盛り込まれて、しかも雇用分野については事業者も合
理的配慮を義務化されておりますが、雇用分野についてのガイドラインは、雇
用促進法の指針という部分で今議論がなされています。ですので、雇用の分野
を除いた部分については現在差別解消法に基づくガイドラインが示されること
になりますが、このガイドラインの一番もととなる基本方針を内閣府の政策委
員会で議論し、それができてから各省庁で具体的なガイドラインを作って国民
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に示すということになっているわけです。
それと差別解消支援措置といったものが第 4 章にありますけども、この部分
は部会での救済の部分に相当するんですが、部会が念頭においたのは、基本的
には身近なこところでの相談解決ということでしたので、具体的に言うと、都
道府県などの地方公共団体でそれを作れっていうような意味合いになってし
まっているわけですね。ところが現在地方分権の考え方のもとで国が一律に地
方公共団体にこういう組織を作りなさいというふうに上から目線で命じるとい
うことはできませんというのが基本的な考え方なんです。ですから、そういう
状況の中で何が規定できたかというと、障害者差別解消支援地域協議会という
既存の地方公共団体レベルのいろんな相談機関、もしくは国の出先の機関そう
いうものが協議会をつくって、これまでちゃんと障害者に対して差別の相談を
受け付けてこなかったことを踏まえて、たらい回しにしたり、無視したりしな
いように、ちゃんと自分のところでどうやったら差別の問題をきちっと受け止
めて解決できていくのか、議論する場としてこういうものを設けることができ
ますよという規定を置きました。ですから地域によっては全く作らなくてもよ
くて、実質的にどれほどこれが機能するかによって、かなり地域間格差は生じ
るわけです。そういうある意味部会の意見から見たらかなり期待はずれなとこ
ろもある解消法について、国会では条例にも期待していたわけです。普通、地
域の条例は、効力の順番としては、日本の国法体系の一番トップにあるのは、
いわずとしれた憲法です。そして批准された条約、法律、そして政令、そして
地域の条例ということであって、一番効力的には下にあるわけです。だから条
例は、法律の範囲内でしかできないというのが基本的な枠組みなんです。しか
しその範囲内でというのは、その法律の趣旨によって随分違ってくるわけです。
それでこの法律よりも強い条項を作ったり、もっと違う範囲を規定したり、簡
単に言えば「上乗せ」「横出し」等といいますけど、そういう条例を作ること
について別に拘束するのではありませんよということが、附帯決議に載ってお
ります。施行は平成 28 年の 4 月からになりますけども、今後実際上の運用と
しては、どういったガイドラインができるのか。そしてこの法律が施行になる
までにあとどのくらい地域の条例ができていくのか。現在、13 ぐらいの都道
府県ないし市町村のレベルで条例ができております。これは千葉県が初めて
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作ったのが契機になっているわけですけども、結構運動的には広がってきまし
た。実際行政の側も前向きに検討している都道府県市町村もあるようです。で
すので、差別禁止に関する一国の法制度としては、スタート地点を迎えたばか
りで、これを補完する地域の条例もさらなる地域的な運動が求められていると
いうところです。
86

障害者基本法の基本的な理念にのっとり、差別の解消
の推進に関する基本事項や措置等を定めることにより、
障害を理由とする差別の解消を推進し、もって分け隔
てのない共生社会の実現に資すること
障害者基本法の差別禁止の原則を具体化する新規立法
○障害者 ○社会的障壁 ○行政機関等（国の行政機
関、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法
人） ○事業者
第１章 総則（１条から５条）
○国、地方公共団体の責務 ○国民の責務
行政機関等、事業者は、必要かつ合理的な配慮を行う
ための環境の整備に努めなければならない
1 位置づけ
2 目 的
３ 定 義
４責 務
５環境整備
2
○差別解消推進施策の基本的な方向
○行政機関等が講ずべき措置に関する基本的な事項
○事業者が講ずべき措置に関する基本的な事項
○その他重要事項
政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本方針を策定
内閣総理大臣が基本方針の案を作り、閣議で決定
第２章 基本方針（６条）
○障害者その他の関係者の意見
○障害者政策委員会の意見
○基本方針の公表
○基本方針の変更の場合は上記を準用
1基本方針
2内 容
３手 続 き
４意見聴取
５公 表 等
第３章 差別解消措置（７条から１３条）
○雇用主については障害者雇用促進法の定めによる
行為主体
差 別 策定者 策定
不当な
差別的
取扱い
合理的
配慮の
不提供
基本
方針 政府 義務
行政機関
等 禁止
提供
義務
対応
要領
国の行政機関の長
独立行政法人等 義務
地方公共団体の機関
地方独立行政法人
努力
義務
事業者 禁止 提供努力義務
対応
指針 主務大臣(行政措置) 義務
○対応要領、対応指針は、基本方針に即し、かつ、予め障害者その
他の関係者からの意見を反映させるための措置をとることが必要
○対応指針に定める事項に関しては、主務大臣による報告の徴収、
助言、指導、勧告の行政措置がある
国及び地方公共団体による相談と紛争の防止等のため
の体制の整備
差別とその解消のための取組に対する国による情報の
収集、整理、提供
第４章 差別解消支援措置（１４条から２０条）
2 啓発活動
３ 情報収集
1 体制整備
附則 施行日は平成28年４月１日。施行3年後、必要な見直し等
条例との関係 上乗せ、横出し等、条例の内容を拘束するものではない
国及び地方公共団体による啓発活動
『障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）』の概要
第５章 雑則（21条～24条） 第６章 罰則（25条～26条）
国及び地方公共団体の機関で、医療、介護、
教育、その他の障害者の自立と社会参加に関
連する分野の事務に従事するもの。その他、
必要と認められるＮＰＯ法人、学識経験者等
情報の交換、相談・差別解消の取組に関する
協議、関係機関等による差別解消の取組
○構成
○事務
４ 障害者
差別解消
支援地域
協 議 会
『障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）』の概要①
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『障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）』の概要②
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てのない共生社会の実現に資すること
障害者基本法の差別禁止の原則を具体化する新規立法
○障害者 ○社会的障壁 ○行政機関等（国の行政機
関、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法
人） ○事業者
第１章 総則（１条から５条）
○国、地方公共団体の責務 ○国民の責務
行政機関等、事業者は、必要かつ合理的な配慮を行う
ための環境の整備に努めなければならない
1 位置づけ
2 目 的
３ 定 義
４責 務
５環境整備
2
○差別解消推進施策の基本的な方向
○行政機関等が講ずべき措置に関する基本的な事項
○事業者が講ずべき措置に関する基本的な事項
○その他重要事項
政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本方針を策定
内閣総理大臣が基本方針の案を作り、閣議で決定
第２章 基本方針（６条）
○障害者その他の関係者の意見
○障害者政策委員会の意見
○基本方針の公表
○基本方針の変更の場合は上記を準用
1基本方針
2内 容
３手 続 き
４意見聴取
５公 表 等
第３章 差別解消措置（７条から１３条）
○雇用主については障害者雇用促進法の定めによる
行為主体
差 別 策定者 策定
不当な
差別的
取扱い
合理的
配慮の
不提供
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方針 政府 義務
行政機関
等 禁止
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義務
対応
要領
国の行政機関の長
独立行政法人等 義務
地方公共団体の機関
地方独立行政法人
努力
義務
事業者 禁止 提供努力義務
対応
指針 主務大臣(行政措置) 義務
○対応要領、対応指針は、基本方針に即し、かつ、予め障害者その
他の関係者からの意見を反映させるための措置をとることが必要
○対応指針に定める事項に関しては、主務大臣による報告の徴収、
助言、指導、勧告の行政措置がある
国及び地方公共団体による相談と紛争の防止等のため
の体制の整備
差別とその解消のための取組に対する国による情報の
収集、整理、提供
第４章 差別解消支援措置（１４条から２０条）
2 啓発活動
３ 情報収集
1 体制整備
附則 施行日は平成28年４月１日。施行3年後、必要な見直し等
条例との関係 上乗せ、横出し等、条例の内容を拘束するものではない
国及び地方公共団体による啓発活動
『障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）』の概要
第５章 雑則（21条～24条） 第６章 罰則（25条～26条）
国及び地方公共団体の機関で、医療、介護、
教育、その他の障害者の自立と社会参加に関
連する分野の事務に従事するもの。その他、
必要と認められるＮＰＯ法人、学識経験者等
情報の交換、相談・差別解消の取組に関する
協議、関係機関等による差別解消の取組
○構成
○事務
４ 障害者
差別解消
支援地域
協 議 会
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▶2006(H18)年12月13日 障害者権利条約の採択 ② 常時介助を必要とする重度障害者の地域⽣活を⽀える24時間サービスの対象
▶2007(H19)年 9月28日 障害者権利条約に署名 を重度の⾝体障害者だけでなく、重度の知的障害者や精神障害者にも拡⼤。障
害種別を問わず、重度障害者の地域移⾏の受け⽫を⽤意。
▶2009(H21)年12月 8日 障がい者制度改革推進本部の設置(閣議決定) ③ ⽀給決定の仕組みをより知的障害や精神障害の実態に即した基準への変更。
・推進本部は、障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする障害者制度の ④ 地域⽣活⽀援事業の追加
集中的な改⾰を⾏うために設置 ⑤ 検討課題の設定
・⽀給決定の仕組みの在り⽅
▶2009(H21)年12月15日 障がい者制度改革推進会議の設置(本部長決定) ・常時介護を要する障害者等に対する⽀援
・推進会議は、Nothing about us,without usの考え⽅に基づき障害者と親をメイン ・障害者等の移動の⽀援
に構成され、制度改⾰のエンジン部隊として機能。 ・障害者の就労の⽀援
・推進会議の下に、下記の⼆つの専⾨部会を設置 ・その他の障害福祉サービスの在り⽅など
① 障害者の地域⽣活のサービスに関する総合福祉部会 これらの検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意⾒を反映
② 障害者に対する差別に関する差別禁⽌部会 させる措置をとる
▶2010(H22)年 6月 7日 推進会議の「第一次意見」 ▶ 2012(H24)年 9月14日 「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」に
ついての差別禁止部会の意見
▶2010(H22)年 6月29日 障害者制度改革の推進のための基本的な方向について
(閣議決定) ▶2012(H24)年12月17日 新「障害者基本計画」に関する障害者政策委員会
・政権による制度改⾰の⼯程表の提⽰。その中の、改⾰の3本柱 の意見
① 障害者基本法の改正と改⾰の推進体制
②「障害者総合福祉法」(仮称)の制定 ▶2013(H25)年 2月9日 ⾃公議員による差別禁⽌にかかる法制定の意思表明
③ 障害を理由とする差別の禁⽌に関する法律の制定等 ・以後、与党 障害者の差別禁⽌に関する⽴法措置ＷＴによる検討
・与党担当者と⺠主党担当者の協議による「障害を理由とする差別の禁⽌に関する
▶2010(H22)年12月17日 推進会議の「第二次意見」 ⽴法措置に係る主な論点と基本的な考え⽅について」の取りまとめ
・⾃公⺠の各党による障害者団体からのヒアリングと説明
▶2011(H23)年 6月17日 障害者虐待防止法の成立
障害者虐待を定義し、家庭、福祉施設、職場における虐待を禁⽌するとともに、事後 ▶2013(H25)年 6月13日 障害者雇用促進法の改正
救済の枠組みを創設。 ・不当な差別的取扱いの禁⽌と合理的配慮の提供義務
・法定雇⽤率の算定基礎の対象に精神障害者を追加
▶2011(H23)年 7月29日 障害者基本法の改正
・主な改正点 ▶2013(H25)年 6月13日 精神保健福祉法の改正
① 医学モデルから社会モデルへの転換 ・保護者制度の廃⽌する反⾯、医療保護⼊院の同意権者を拡⼤
② 障害者施策の⽬的を障害者への⽀援と社会的障壁の除去へ
③ 障害者を保護の客体から権利の主体へとの観点から個別施策の在り⽅を⾒直す ▶2013(H25)年 6月19日 障害者差別解消法の成立
④ 障害者政策委員会にモニタリングの機能を付与 ・不当な差別的取扱いによる権利利益侵害の禁⽌と合理的配慮の提供義務(⺠間は
努⼒義務)
▶2011(H23)年 8月30日 障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言
▶2013(H25)年 9月27日 第３次障害者基本計画 閣議決定
▶2012(H24)年 6月20日 障害者総合支援法の成立
・主な改正点 ▶2014(H26)年 1月20日 障害者権利条約 批准
① ⾝体、知的、精神障害(発達障害を含む)のほか、⼀定の難病患者も法の対象に組
み込む。 ▶2014(H26)年 2月19日 障害者権利条約 国内発効
障害者制度改革の経緯①
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▶2006(H18)年12月13日 障害者権利条約の採択 ② 常時介助を必要とする重度障害者の地域⽣活を⽀える24時間サービスの対象
▶2007(H19)年 9月28日 障害者権利条約に署名 を重度の⾝体障害者だけでなく、重度の知的障害者や精神障害者にも拡⼤。障
害種別を問わず、重度障害者の地域移⾏の受け⽫を⽤意。
▶2009(H21)年12月 8日 障がい者制度改革推進本部の設置(閣議決定) ③ ⽀給決定の仕組みをより知的障害や精神障害の実態に即した基準への変更。
・推進本部は、障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする障害者制度の ④ 地域⽣活⽀援事業の追加
集中的な改⾰を⾏うために設置 ⑤ 検討課題の設定
・⽀給決定の仕組みの在り⽅
▶2009(H21)年12月15日 障がい者制度改革推進会議の設置(本部長決定) ・常時介護を要する障害者等に対する⽀援
・推進会議は、Nothing about us,without usの考え⽅に基づき障害者と親をメイン ・障害者等の移動の⽀援
に構成され、制度改⾰のエンジン部隊として機能。 ・障害者の就労の⽀援
・推進会議の下に、下記の⼆つの専⾨部会を設置 ・その他の障害福祉サービスの在り⽅など
① 障害者の地域⽣活のサービスに関する総合福祉部会 これらの検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意⾒を反映
② 障害者に対する差別に関する差別禁⽌部会 させる措置をとる
▶2010(H22)年 6月 7日 推進会議の「第一次意見」 ▶ 2012(H24)年 9月14日 「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」に
ついての差別禁止部会の意見
▶2010(H22)年 6月29日 障害者制度改革の推進のための基本的な方向について
(閣議決定) ▶2012(H24)年12月17日 新「障害者基本計画」に関する障害者政策委員会
・政権による制度改⾰の⼯程表の提⽰。その中の、改⾰の3本柱 の意見
① 障害者基本法の改正と改⾰の推進体制
②「障害者総合福祉法」(仮称)の制定 ▶2013(H25)年 2月9日 ⾃公議員による差別禁⽌にかかる法制定の意思表明
③ 障害を理由とする差別の禁⽌に関する法律の制定等 ・以後、与党 障害者の差別禁⽌に関する⽴法措置ＷＴによる検討
・与党担当者と⺠主党担当者の協議による「障害を理由とする差別の禁⽌に関する
▶2010(H22)年12月17日 推進会議の「第二次意見」 ⽴法措置に係る主な論点と基本的な考え⽅について」の取りまとめ
・⾃公⺠の各党による障害者団体からのヒアリングと説明
▶2011(H23)年 6月17日 障害者虐待防止法の成立
障害者虐待を定義し、家庭、福祉施設、職場における虐待を禁⽌するとともに、事後 ▶2013(H25)年 6月13日 障害者雇用促進法の改正
救済の枠組みを創設。 ・不当な差別的取扱いの禁⽌と合理的配慮の提供義務
・法定雇⽤率の算定基礎の対象に精神障害者を追加
▶2011(H23)年 7月29日 障害者基本法の改正
・主な改正点 ▶2013(H25)年 6月13日 精神保健福祉法の改正
① 医学モデルから社会モデルへの転換 ・保護者制度の廃⽌する反⾯、医療保護⼊院の同意権者を拡⼤
② 障害者施策の⽬的を障害者への⽀援と社会的障壁の除去へ
③ 障害者を保護の客体から権利の主体へとの観点から個別施策の在り⽅を⾒直す ▶2013(H25)年 6月19日 障害者差別解消法の成立
④ 障害者政策委員会にモニタリングの機能を付与 ・不当な差別的取扱いによる権利利益侵害の禁⽌と合理的配慮の提供義務(⺠間は
努⼒義務)
▶2011(H23)年 8月30日 障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言
▶2013(H25)年 9月27日 第３次障害者基本計画 閣議決定
▶2012(H24)年 6月20日 障害者総合支援法の成立
・主な改正点 ▶2014(H26)年 1月20日 障害者権利条約 批准
① ⾝体、知的、精神障害(発達障害を含む)のほか、⼀定の難病患者も法の対象に組
み込む。 ▶2014(H26)年 2月19日 障害者権利条約 国内発効
障害者制度改革の経緯②
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質疑応答
立岩：障害学会の第 7 回の大会（2010 年）が東大の駒場で、立命館での集中
講義を終えられたリーズ大学のコリン・バーンズ氏と東さんに話してもらいま
した。障害ということについて研究する人たちはぼつぼつ増えているけれども、
政策に関してちゃんと研究している人は、日本の場合すごく少ない。少なすぎ
る。そのことをお二人のお話の後の指定発言で言いました。そのことを思い出
したりしながら今のお話うかがっていました。どなたからでも質問受けたいと
思いますけれども、いかがでしょうか。
会場：この間の制度改革の流れ、運動に関わりながらちょっとずつ体験してき
たことを振り返りながら、現在どうなっているということが整理できました。
実質的に条例作りに関わって、いい仕組みを作っていきたいと思っている。地
域でこういうことをやったらいいんじゃないかというなんか助言があればぜひ
聞かせてください。
東：当事者自身が差別とか人権侵害ということについて、意識ができない状況
があります。自立生活運動している人たちにも、していない人にも同じような
状況があって、やっぱり自分たち自身が受けてきた取り扱い、社会からの対応
に対してきちっと認識していくことがまずは必要だなというふうに思ったんで
す。ですから、ある意味障害種別を超えて自分が生きてきた中で、どういった
ことがあったのか、そこをまずみんなで掘り起こして自分たちの中ではっきり
させようというそういうワークショップを各地でやろうとしたんです。それで
結構事例が上がってきて、ああ自分たちはやっぱり差別されてきたんだという
ことが、おいおいみんな分かってきた。そういう生の声を整理してわかりやす
く外に伝えていくことが社会を変える 1 つの大きな力になるんじゃなかろうか
なと思っていました。何も条例そのものを作るというそこだけが目的ではな
かったんです。その条例を作る過程で障害者が置かれた地位を自ら自覚すると
ともに、それを外に向けて発信していく。それが社会を変えていくということ
になる。運動の実態としても、社会を変える力というかな、そういうものを蓄
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えていく 1 つの大きなプロセスが地域の条例作りではできるわけです。あそこ
が足らん、ここも足らんという条例も結構あるわけですけども、そういう結果
だけじゃなくてやっぱりそこに住む地域の障害者がどういうスタンスでそれに
取り組むかによって、今後大きく変わり方が違うと思うんです。ですから仮に
素晴らしい条例ができたにしても、その後何にもしなきゃあまり変わらないと
思うんです。しかし逆に中身のない条例であってもそういうことを地域の障害
者が障害種別を超えて日々自分たちが置かれている状況をチェックして何かあ
ればやっぱりきちっと団体として社会に働きかける。その法的な武器として地
域の条例であったり、差別解消法であったり、そういうものを使いながらアタッ
クしていくという、そういうことによってどれだけ変えていくのか。そういう
課題は、制定が済んだ済まないに関わらず残っていますので、やっぱりその運
用について、障害者団体が意識的に恒常的に集まる場を作って存続させて、自
らがチェックしていくというそういう仕組みを今後ともやっていただければな
と思います。ですから、条例作るためのワークショップだけじゃなくて、やっ
ぱり変わらない日々の状況をチェックしあう、一口に障害者といっても、精神
障害者の人のことを身体障害者の人間がなかなか簡単にわかるはずもないわけ
です。逆に言えば身体障害者の大変さは精神障害者の人にわかるかというと、
わからない部分もあるでしょう。身体障害者の中でもいろんな種別もある。し
かしながらお互いが集まることで他の人が持っている課題というのがわかりや
すくなるわけです。人権の問題は共通して語ることができる場ですので、やっ
ぱりそこは意識して継続していただければなというふうに思います。
会場：障害を理由とする差別の解消推進のための仕組みとして 3 段構えだとい
う話がありました。それを聞きながら思い出したのが、ちょうど労働委員会と
労働基準監督局に相談したりする。労働委員会にかけるという、なんかそうい
うのを思い出したとき、やっぱりその辺とかが参考事例になったのかという話
が 1 つと、行政側だけじゃなくて、問題をこれは労働市民の侵害行為だと申し
立てる労働組合側が重要です。それにあたるものというのが、障害者団体がそ
ういう役割果たすはずだという前提があるような気がしたのですが、その辺に
ついて。
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東：相談、助言、斡旋とかそういう仕組みは部会の提言としてはあったのです
が、法律自体には盛り込まれていないんです。だから既存のシステムとして労
働分野で言えばそういう個別相談会始まって、集団的な問題についてはそう
いった委員会に持ち込むとか、いろいろありますから、そこは既存のものを利
用できるように促進法の改正の中でも、そうなっています。だから目新しい救
済仕組みはないんですけども、従来のものをどれだけ使いこなすか、そこら辺
のノウハウについて今後どうしていくかを専門職である弁護士もきちんと考え
といけないし、それを支える障害者団体もノウハウをきちっと集積していって、
この問題はここにこうとか、例えばこの問題は障害者問題というだけじゃなく
て、消費者問題でもあり、消費者センターに行こうとか、そういうことを今後
きちんとやっていかないといけないというふうに思います。労働問題は、労働
組合が障害者に対してこれまでどういう役割を果たしてきたのか、決して支援
することだけではなくて、排除することもあったと僕は思います。組合の中で
も障害の問題を取り上げてくれるところと、個人の問題として対処するところ
に分かれていたと思うんで、そういう中で障害の問題がきちっと取り上げられ
るような姿にしてもらいたいなという気持ちは持っております。
会場：2 点ほど質問させていただけたらと思います。今日のお話ですと、合理
的配慮というのは、健常者に対して当たり前にやっているような配慮を障害者
に対して特別にするんじゃなくて、健常者と同じようにするんだというような
お話だったと思うんです。そういった理解に立つと、どのくらいのことを過度
の負担というかということ、健常者にしているのと同じような配慮をするとい
うのであれば、同じようなことができるようになるまで配慮を進めるというの
もそこをゴールにおくから、そこまで達しない限り過度な負担と捉えるのか、
捉えないのか、過度な負担をどう捉えたらいいんですかというようなことが 1
点目の質問です。2 点目の方は、アクセシビリティ。これまでは点字図書館と
かでそういったことというのは対応されてきたわけですけども、今現在著作権
法の改正ということもあって、公共図書館なんかにも点字であるとか、デイジー
（DAISY：Digital Accessible Information SYstem）の作成というのは認めら
れていることになった。だけれども、実際公共図書館がそれをやろうとすると、
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恐らく相当大変だと思うんです。そういった中でやると要求することは恐らく
できるんだろうと思うんですが、それを要求した場合に対応がなされるのか。
なされないのか。
東：合理的配慮の目標をどこに置くか、それはやはり社会的障壁の除去によっ
て一般の人と実質的に同じような状況にすべきですので、おっしゃるとおりだ
と思います。ただこれについて過重な負担というものまで要求できるかという
と、それは折り合いの関係でそこまでは無理でしょうというのが政治的な判断
であったわけです。しかしその過重な判断というものは、レベルとしては非常
に緩やかなものから非常に厳しくするものまで様々ありますので、実質その過
重な判断をどう考えるのかで、随分違ってくるということが言えます。それで
アメリカの ADA などでは、実績があって、雇用分野においては雇用機会均等
委員会がガイドラインなんか出しておりますけれども、簡単に言えば、とって
も大変だと言えるぐらいに大変な場合には免除されるでしょうけども、通常の
負担があるということでは抗弁にならないということだと思うんです。ただそ
ういうふうに言っても、具体的な判断基準にならないので、事業規模とかそれ
にかかる費用の程度とか事業の本質に影響を与える程度とか、例えば薄暗いナ
イトクラブで「私弱視だから明るくしてください」って言って、パッと明るく
していて、それはちょっと業務の本質的にどうなんだという話もあるわけです。
だからそういった側面から過重な負担かどうかということも、もちろん技術が
可能かどうかということも判断されることになるでしょうが、具体的にはガイ
ドラインで示されていることになると思います。けれども、この過重な負担が
最終的になんであるのか、ぎりぎり言えばそれを最終的に判断するのは裁判所
です。だから行政がこういう基準を示しているとかいうことじゃなくて、そこ
は障害者の立場で安易に妥協しない態度が必要だろうと思っています。図書館
の蔵書については、人類の英知として要するに人類の記憶経験を文書として保
存するというそういうやり方を人類があみだしてきたわけです。それを一般の
直接経験していない人たちにも共有できるようなシステムとして図書館を作っ
ているわけです。そういうものを障害者には門戸を開放しないというのは差別
であって、視覚障害の人が当然読めるようにするのは当たり前の話であるわけ
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です。しかしながらこれまでは「あなたは読めないからしょうがないね」とい
う、まるで医学モデルの反応しか示してこなかったわけです。ですので、著作
権法の改正もありますし、個々の障害者に対してどういった方法を使うかとい
うことになると、それはおかれた状況によって違うかと思います。読めるよう
なシステムをとることが今すぐ準備できないというような状況にあったとしま
す。そういう場合であっても、例えば「今あなたは何を読みたいんですか、な
ら私が口述します」とか、「読みます」とか、そういった方法はいくらだって
とれるわけです。別に著作権法改正がなくったって「読むだけならばある意味
記憶がうすれるかもしれない、じゃ録音します」とか言って、録音の中で該当
ページ、何ページだっただろう、もとに戻すのは非常に難しいかもしれません
けど、少なくとも読んだと同程度のサービスはいつだってできるはずだと思っ
ているんです。合理的配慮は、制度、仕組みそのものを変えると言っているわ
けではなくて、その場その場にきちっと同じような態度と等しいような措置を
しなさいということですので、だから制度が整わない、システムが揃ってない、
パソコンがそういう専用のパソコンが整ってないということはそれは抗弁には
ならないというふうには思っています。だからもちろんそういう仕組みが
DAISY とかちょっと僕は詳しくないんですけども、そういう仕組みが整えば
それは図書館が苦労せずにできるのかもしれませんけど、そういうものがない
からといって何もできませんというのは、話にならないというふうに思ってい
ます。
会場：言われたように、障害者の歴史は我慢とか諦めの歴史だと思う。一つだ
け質問ですが、合理的配慮が企業とかいわゆる一般企業ですね、の中ではなか
なか根付いていかない。私はぜひ合理的配慮もやっぱり努力義務じゃなくて、
通常の義務化されるべきだというふうには思ってはいるんですが、そのための
ハードルといいますか、努力といいますか、そういったものがどのように進ま
ないとそういったものが実現しないのか。少しちょっとご意見をお聞かせくだ
さい。
東：ありがとうございます。とっても大変なところの質問だと思います。歴史
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的に見ると、男女雇用機会均等法は女性差別撤廃条約を批准するときにできた
法律ですが、最初はこの不当な差別的取り扱いさえ努力義務だったんです。そ
ういう中にあって次第にそれが義務化され、しかも一部ですけども間接差別と
か、障害分野でいえば関連差別と呼ばれるのも禁止規定になっております。で
すから差別解消におけるこの努力義務というのも附則の検討規定の中にも入っ
て 3 年後議論するという形になっておりますけども、いずれは義務化されるこ
とになるというふうには思っております。しかしそれをできるだけ早急にやる
ためにはどうしたらいいのかということは課題になるわけです。そのためには
やっぱり今実際企業がやっている合理的配慮ってこんなものがあるということ
をいろんな場面で調査して社会に見せていくということが、「おたくの企業で
はこんなことをすでにやっているんですか」と、「ああなるほどね」というよ
うな、そういうように合理的配慮というものが抽象的なイメージから具体的な
イメージにその業種ごとになっていけば、かなり受け入れは可能なのかなと
思っています。ただやっぱり理屈でわかっても実際やるのは困難で、例えばバ
ス会社で地方のローカル線の赤字のところで、低床バスにするには何千万かか
るか、そういうことになっていくわけです。そうした場合にどうするかってい
う技術的な対策とか、そういうのは課題として残っていく部分も結構あるのか
なというふうには思っています。だからそういうことについては、やはり国の
方の支援措置みたいなものをもっていくとか、そういうような方向での政策展
開みたいなものが必要になってくるのかなというような気がします。そして
さっきも言いましたように、別に合理的配慮は経費だけかかるというんじゃな
くて、儲けにもなるよというようなことで説得していくとか、そういった運動
団体からの働きかけも必要です。この差別解消の件については、今後政策委員
会でも議論されますので、障害者団体を通じて政策委員会に意見を反映させて
いくということも必要です。
会場：精神の分野では精神科特例というのがあります。医者は 3 分の 1 で看護
師が 3 分の 2 でしかも最近 3 分の 2 満たされなくても、看板に看護師募集って
書いてあったら、それ以下でもいいというのが実態だそうです。これが現実で
す。片方、自治体、国などによる啓発活動で、片方で明らかに精神障害者を差
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別していながら、片方で啓発、誰に誰が啓発活動する。この成り立ちがよくわ
からないので答えてほしいと思います。
東：おっしゃることは僕もそのとおりだと思います。そもそも人権を侵害して
はならないのは、憲法的に言えば国、行政なんです。国民の人権を侵害するの
は国なんです。その国が人権啓発をするわけです。ここがまず一番大きな矛盾
なんです。国は決して中立の立場として悪い人が人権侵害しないように啓発す
るという立場にあるわけじゃない。みずから人権侵害をしかねない存在として、
どうしたら侵害しないようにするのかというのが憲法的に言えば筋なんです。
ところが一方でそういう差別的な制度政策をしながら、一方で差別しないよう
にという、おっしゃるとおりの矛盾した行為に出ている。特に制度改革だけの
話じゃないんですけども、いつもいつもおきざりにされているのは、精神障害
分野の問題です。精神科特例はじめそもそもなぜ精神障害者だけが強制入院の
対象になるのか。年間何万人自殺者がいますか。いくら自殺のおそれがあって
も精神障害者でなければ強制入院されません。常習累犯窃盗でどのぐらいの人
たちが毎年検挙されているか知りませんけども、加害のおそれがあるからと
いって精神障害以外の人が強制入院されません。もちろんそういう人たちは治
療の必要性がないという反論があるとは思うんですけども、そういった意味で
強制入院させられるのは障害が理由なんです。これってやっぱり障害を理由に
する違う取り扱いですから直接差別類型そのものなんですね、権利条約は精神
障害があるということを正当化の理由にはできないと書いてある。だから本当
にこれは差別的な制度の仕組みと言わざるを得ない。もちろん急性期の人たち
について強制医療をどうするかというぎりぎりの問題があって、いろいろな考
え方ありますけども、日本の現在の状況全体を見てこれが権利条約に抵触しな
いとはとても言えない状況にあるというふうに私は個人的には思っています。
そういう中にあってその一つとして精神科特例の問題もあるわけです。だから、
精神障害者の課題は他の障害者より大きな課題があるわけです。これまでも
あったし今後もあるわけです。それで今度 6 月 26 日ですか病床転換について
の反対集会が東京であります。これにはかなりの障害種別を超えた団体が参加
するんじゃなかろうかなと思っていますけども、やっぱり精神障害の問題を精
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神障害の団体だけに任せない。一番遅れた問題を障害者団体が連携して取り組
む。こういったことが今後の大きな日本の障害者運動のあり方として問われて
くるというふうに思っています。直接的な説明にはなりませんけどそんなこと
を思っています。
立岩：ありがとうございました。最後から 2 つ目の東さんの話の後半と、今の
話の前半の話というのは、実はけっこう大切なことを言っていると思うわけで、
確かに合理的配慮というのはどこまでなのかとか、過重な負担というのはどこ
までなのかって最終的には確かに司法判断ということになるんでしょう。法律
の構造としては。ただそういう法律の司法判断の際に我々が、というか、どう
いう理屈を言っていくのかとか、どういうことを言っているのかということは
学に限らず前もってというか、考えとかないといけないことだろうと思います。
そのときに我々がある種騙されやすいのは、「ここは小さな事業所だから」、
あるいは「赤字の事業所だから」、「ここはやっぱり負担させるのは無理だよね」
と。それはそのとおりなんですよ。それはそのとおりなんですけれども、例え
ばアメリカの ADA というのが雇用の場面では事実上失敗しているというのは、
そういうところにあるんです。つまり小さい事業所に関して事業所負担という
問題がある。すると障害者差別によって雇用しないのではないと言いつつ、　
実質的には排除するということが起こる。
つまりコストを払うのは誰なのかっていう視点をやっぱり別に立てなきゃい
けないということです。事業所で雇うんだから事業所が払うんだということを
あらかじめ前提にしなければ、別のコストの払い方というのはありえて、その
ときには過度ではなく合理的に負担するとことができたりするわけです。例え
ばそういうことを我々は考えていく必要がある。過去の ADA というのは実際
今紹介したような基本雇い主負担というスキームでやってきて、実際雇用の面
ではうまくいっていないということは、学問的に実証されているわけです。と
いうようなことを含めてこれから考えてそれを示していくという課題が我々に
もあるんじゃないかということを東さんの先ほどのお話聞いて私も改めて思っ
た次第です。
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